
疾病対策課

指定難病対策担当
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B58
指定難病対策費（指定難病対策費） 衛生費 予防費 指定難病対策費

難病の患者に対する医療等に関する法律 宣言項目 02 健康・医療・介護の安心確保

分野施策 020307 地域医療体制の充実

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 △374,509 △180,769 △193,740 7,641,048

現計額 8,015,557 3,943,109 4,072,448

令和 2年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

公衆衛
生費

事 業
期 間

昭和48年度～ 根 拠
法 令

指定難病の治療研究を推進し治療方法の確立と普及を図
るとともに医療給付を行う。
（１）指定難病国庫対象分 　　　△374,502千円
（２）指定難病対策協議会分       　　△7千円    

（１）事業内容
　　ア　指定難病国庫対象分　指定難病の申請(新規・継続）の審査及び国指定疾患の医療費の助成  7,932,158千円
　　イ　県単独指定疾患分      県単独指定疾患の医療費の助成        　　   　　　　　　      　 18,664千円
　　ウ　審査費              医療費支給に係るレセプトの審査委託料　　　　　　　　              57,754千円
　　エ　指定難病対策協議会分    難病対策協議会、指定難病審査会等の開催費　　                   6,819千円
　　オ　指定難病経由事務委託費  さいたま市、川越市、越谷市及び川口市各保健所が行う申請書の
　　　　　　　　　　　　　　　　進達等経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　162千円

（２）事業計画
　　　難病法等に基づき、県内難病患者に医療給付を実施
　　　令和元年度　　　　　　難病法333疾患 　他8疾患 　 受給者数39,730人
　　　令和2年度（見込み） 　難病法333疾患 　他8疾患 　 受給者数46,000人（コロナ禍の特例による増加）
　　　令和3年度（見込み）　 難病法333疾患 　他8疾患 　 受給者数44,330人
  　　※難病法分は今後も対象疾患増加の可能性あり

（３）事業効果
　　　ア　難病の治療研究の促進
　　　イ　患者家族の経済的負担の軽減
　　　ウ　地域における患者支援体制の構築
　　　
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　ア　医療機関及び医師会と連携し、協議会等を実施

（５）補正予算の概要
　　　ア　難病医療費が想定を下回る見込みとなるため減額
　　　イ　継続申請が中止になったことによる関係事業費の減額
　　　ウ　事業見直しによる歳出の減額

（国1/2、県1/2（一部国10/10））　[1,4]
（県10/10）　[2,3,5]

普通交付税（単位費用）
（区分）感染症等対策費（細目）感染症等対策費
（細節）感染症等対策費
（積算内容）難病に係る医療制度に関する事務

9,500千円×11.2人＝106,400千円

補正後の
予算額

― 保健医療部 B58 ―
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